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はじめに 

○2021年の世界
 「Society5.0」の幕開けの時代
 ・日本では、本格的に人口減少社会に突入
 ・デジタル技術の活用ニーズの高まり

○新型コロナウイルス感染症の拡大
 人々の暮らし方が大きく変化
 ・世の中のデジタル化が加速
 ・行政のデジタル化への対応の遅れが顕在化

      

ＤＸ推進計画を新たに策定し、県内のＤＸを強力に推進
1

（出典：内閣府「Society 5.0」https://www8.cao.go.jp/cstp/
 society5_0/ (20○年○月○日閲覧)）

背景：世界の中の日本 

2

○デジタル化関連の世界ランキング
 日本は27位

＜世界デジタル競争力ランキング2020＞

 ・対象：63の国・地域
 ・以下の３つの観点から評価
  知識：新たな技術を見つけ理解し
     発展させるノウハウ
  技術：デジタル技術の発展を可能
     にする環境
  将来への準備：ＤＸを推進する上
         での準備レベル

順位 国・地域名 順位 国・地域名

1 アメリカ合衆国 6 スイス

2 シンガポール 7 オランダ

3 デンマーク 8 大韓民国

4 スウェーデン 9 ノルウェー

5 香港 10 フィンランド

27 日本 【課題】
ビッグデータの活用、企業の機敏性

（出典：ＩＭＤ（国際経営開発研究所）「世界デジタル競争力ランキング」
 https://www.imd.org/centers/world-competitiveness-center/rankings/
 world-digital-competitiveness/ (20○年○月○日閲覧)）

ノート注釈
ＩＣＴの浸透が人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させること。

ノート注釈
サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会

ノート注釈
ボリュームが膨大で、構造が複雑なデータ群。ＳＮＳ内のテキストデータ、ＧＰＳ（全地球測位システム）の位置情報、次々と作られていくセンサデータ等



背景：日本政府の取組

3

（出典：内閣官房情報通信技術（ＩＴ）総合戦略室「ＩＴ新戦略の概要」 (20○年○月○日閲覧)） ※令和２年以降の動向を追記

取組の加速化

● デジタル庁の設置

デジタル社会の実現に
向けた改革の基本方針

デジタル・ガバメント
実行計画

自治体ＤＸ推進計画
（令和２年）

デジタル改革関連法
（令和３年）

新型コロナ
ウイルス
感染症の
感染拡大

○政府としての主な戦略等の経緯

背景：自治体ＤＸ推進計画

4

区分 項目 主な内容

推進体制
の構築

組織体制の整備
デジタル人材の確保・育成
計画的な取組
都道府県による市区町村支援

全庁的・横断的な推進体制の構築
外部専門人材の活用、職員の育成
国の動向を踏まえた工程表の策定等
デジタル技術の共同導入、人材確保等の支援

重点取組
事項

自治体システムの標準化・共通化
マイナンバーカードの普及促進
自治体の行政手続のオンライン化
自治体のＡＩ・ＲＰＡの利用推進
テレワークの推進
セキュリティ対策の徹底

基幹系業務の標準化・共通化、Gov-Cloudの活用
交付申請の促進、交付体制の充実
マイナポータルを活用したオンライン化等の推進
ＡＩやＲＰＡ等の活用による業務効率化の推進
テレワークの導入・対象業務の拡大
情報セキュリティレベルの高度化等

その他
地域社会のデジタル化
デジタルデバイド対策

観光分野や中小企業等におけるデジタル技術の活用
地域住民に対するきめ細かなデジタル活用支援

○自治体の行政手続等デジタル化計画（総務省）

ノート注釈
学習や推論、判断等の機能を備えたシステム。人工知能

ノート注釈
国の情報システム。共通的な基盤や機能を提供する複数のクラウドサービスの利用環境

ノート注釈
定型的なパソコン操作等をソフトウェアのロボットで自動化すること。

ノート注釈
自治体における住民生活に密接した業務。住民記録、地方税、福祉等

ノート注釈
デジタル技術及びその活用方法についての知識があり、業務に活用できる人材

ノート注釈
インターネット等の情報通信技術を利用できる者と利用できない者の間に生じる格差

ノート注釈
ＩＣＴを利用し、時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方。在宅勤務、サテライトオフィス勤務、モバイルワーク

ノート注釈
国が運営するオンラインサービス。子育てや介護等の行政手続のオンライン申請がワンストップでできる。



背景：デジタル化の必要性

5

○日本の将来人口（2040年問題）

主な課題

生産年齢人口が激減･･･１人の高齢者を約1.5人の現役世代で支える社会の到来

→デジタル技術の徹底的な活用による生産性の向上が必要

（出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口(平成29年推計)」https://www.ipss.go.jp/site-ad/TopPageData/PopPyramid2017_J.html (20○年○月○日閲覧)）

背景：デジタル化の３段階

6

区分 内容

Step 0 アナログ 紙文書やＦＡＸでの業務処理

1 デジタイゼーション
デジタル技術による個々の手続の効率化
（個別手続の最適化）

2 デジタライゼーション
デジタル化による手続体系の変化
（手続全体の最適化）

3 デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）
デジタル化による制度や文化の変革
（個人に即した最適化）

デジタル化で社会変革

Step0
Step1

Step2

Step3

○現状分析を踏まえて段階的に取り組んでいく意識が重要

ノート注釈
数値等を連続した量で表すこと。デジタルの対義語。業務において紙やＦＡＸを用いて効率性が低い工程で処理すること。



静岡県の現状及び課題：現状 

7

○静岡県を取り巻く情勢
区分 内容

地勢

・日本のほぼ中央に位置
・富士山や駿河海、浜名湖等の多彩な自然を有する「日本の豊かな風土の縮図」
・東海地震（マグニチュード８クラス）を前提に、40 年以上にわたり様々な防災
 対策を実施してきた“防災先進県”

人口

・363万5千人（2020年国勢調査）※
・2007年12月をピークに人口減少局面に突入。
 自然減の拡大とともに、社会減では、若者（特に女性）の首都圏への転出が増加
・その一方で、コロナ禍前まで外国人の転入は増加傾向にあった。

産業
・製造品出荷額が全国３位（2020年工業統計調査速報）
・ピアノや医療用機械器具装置等、出荷額が全国１位の工業製品を数多く有する
 “ものづくり県”

新たなまちづくり
の動き

・トヨタ自動車(株)「ウーブン・シティ」
・「レイクハマナ未来都市」構想

（※出典：総務省統計局「2020年国勢調査結果」https://www.stat.go.jp/data/kokusei/2020/kekka/pdf/outline.pdf (20○年○月○日閲覧)）

静岡県の現状及び課題：課題

8

区分 主な課題 内容

地域
社会

デジタルデバイド デジタル機器等の利用になじみがない者が取り残されるおそれあり

デジタル技術の活用に向けた機運 地域や企業ごとに温度差あり

医療介護分野等での業務の効率化 アナログでの事務処理の負担大

中小企業のデジタル化 具体的な導入方法の理解不足、セキュリティ面での不安

教育現場でのデジタル技術の活用 環境整備や人材育成が不十分

県庁
 ・
市町

推進体制の構築 デジタル化の推進体制が未整備の市町あり

デジタル化に対する職員の意識 デジタル技術を活用した業務の効率化等に対する機運が低調

行政のデジタル化の遅れ 紙文書やＦＡＸでの業務処理が標準

⇒新たな計画を策定し、デジタル技術の活用等による課題解決を推進

○デジタル化の推進に向けた課題

ノート注釈
数値等を連続した量で表すこと。デジタルの対義語。業務において紙やＦＡＸを用いて効率性が低い工程で処理すること。

ノート注釈
インターネット等の情報通信技術を利用できる者と利用できない者の間に生じる格差



計画の位置付け：名称・期間 

9

○計画名称及び期間：ふじのくにＤＸ推進計画（2022年度から2025年度まで）

○位置付け
 ・「静岡県総合計画」の分野別計画
 ・静岡県高度情報化推進規程第３条に基づく「高度情報化基本計画」
 ・官民データ活用推進基本法第９条に基づく「官民データ活用推進計画」

※10年後の目指す姿を実現するための第１段階として位置付け、
 静岡県のＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）を推進

目指す姿
（10年後の静岡県）

未来の姿から逆算して
社会変革を推進

第１段階

第２段階

第３段階

計画の位置付け：フレーム 

10

① ② ③ ④ ⑤

地域
社会

市町

県庁

【目指す姿】

【　基　本　理　念　】
「誰にも優しく、誰もが便利に、安全・安心、そして豊かに」

（　施　策　）

(1) (5)(2) (3) (4) (6)

【　推　進　の　視　点　】

【　政　策　の　柱　】

○３つのフィールド（地域社会、市町、県庁）で、政策（施策）を展開



・デジタル機器が不得意な方を取り残さない
・県内市町ＤＸの推進の最適化を図る
・誰もがデジタル化の恩恵を受ける社会の実現

推進方針：基本理念①

11

「誰にも優しく、誰もが便利に、安全・安心、そして豊かに」

誰にも優しく 誰もが便利に

・利用者目線でわかりやすい仕組みを構築
・使い勝手の良いユーザーインターフェース
・デジタル化による利便性を県民が実感

・オープンデータの活用による新たな価値の創造
・デジタル活用によるライフスタイルの多様化
・デジタル化の浸透による豊かな社会の実現

・サイバーセキュリティ対策を強化
・個人情報の保護や不正利用の防止を徹底
・県民全体のデジタルリテラシーの向上を支援
・防災対策等にデジタル技術を積極的に活用

「誰にも優しく、誰もが便利に、安全・安心、そして豊かに」

12

安全・安心 そして豊かに

推進方針：基本理念②

ノート注釈
行政保有の公共性の高いデータの利活用を促進するため、編集、加工、再配布等の二次利用を可能とするルールの下で提供するデータ

ノート注釈
電子データにより記録された情報の漏えいや改ざん等を防止するための安全性の確保

ノート注釈
デジタル機器の操作等の能力や、情報を取り扱う上での理解、更には情報及び情報手段を主体的に選択し、収集活用するための能力

ノート注釈
利用者がパソコン等を操作する上での環境。Ｗｅｂサイトやアプリの扱いやすさや操作性



推進方針：目指す姿①

13

暮らす・楽しむ
○ＩＣＴが支える健やかで安全・安心、心豊かな暮らし

○デジタル化の推進により目指す姿（10年後の静岡県）

（ＥＣサイトやキャッシュレス決済等を　　　　　　　　　　　（いつまでも健康で元気に過ごせる。）
　便利に利用できる。）　

（施設予約や移動がスムーズで、　　　　　　　　　　　　　（デジタル技術を活用して災害の予見可能性を高め、
　快適に観光を楽しめる。）　　　　　　　　　　　　　　　　　　早期の避難誘導等の減災対策に活用できる。）

（絵や図等を挿入）

推進方針：目指す姿②

14

学ぶ・究める
○ＩＣＴを活用した学びを通じて多様に自己実現

（児童・生徒一人ひとりが理解に応じた教育が　　　　　（誰もが、何歳になっても自由に学び続けられる。）
　受けられる。）　

（オンラインや映像を活用したスポーツ指導等を　　　　（オンライン等を活用して気軽に文化活動や芸術鑑
　受けられる。）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　賞が行える。）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（絵や図等を挿入）

ノート注釈
ネットワークを介して契約や決済等を行う取引形態のことで、総じてインターネットでものを売買すること。

ノート注釈
情報通信技術。ＩＴ（Information Technology の略）に比べ、情報流通の重要性を意識して用いられる。



推進方針：目指す姿③

15

働く・磨く
○ＩＣＴを取り入れた持続的かつ活力ある経済

（県内にＩＣＴ産業が集積し、次世代産業が発展　　　　  （デジタル技術の活用により、産業の高度化が
　している。）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　進んでいる。）

（生産現場等での省力化が進み、生産性が　　　　　　　（人手不足が解消されるとともに、熟練した技術が
　向上している。）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　次世代に継承されている。）

（絵や図等を挿入）

推進方針：目指す姿④

16

つながる・支えあう
○便利なデジタル行政とＩＣＴで支えあう地域

（役所に行かなくてもオンラインで行政手続を　　　　　　（デジタル技術を活用して手軽に交流を深めることが
　済ませることができる。）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　でき、つながりが実感できる。）

（年齢・障害等のバリア（障壁）が解消されている。） 　  （言葉の壁がなくなり、活発に多文化交流が行える。）

（絵や図等を挿入）



推進方針：基本方針

17

○地域社会におけるデジタル化の牽引
 デジタル技術の利活用に向けた環境を整備すると 
 ともに、地域のデジタル化を支える人材を育成

○市町ＤＸの推進への支援
 県内市町の実情に即したデジタル化支援を実施

○県庁ＤＸの推進と新たな価値の創造
 全体最適の観点から県庁内の各種システムの改善
 に努めるとともに、県が保有する統計データ等を
 積極的に活用 県・市町が行政のデジタル化を進め

地域社会のデジタル化を牽引

○県が果たすべき役割

県 市町

地域社会

推進体制：組織体制

18



推進体制：推進の視点①

19

浸透・定着 安全性の確保

デジタル技術の活用を県全体に
普及させるため、県民に利便性
の向上を実感してもらうことを
重視

サイバーセキュリティ対策の強化
や、個人情報の保護を徹底
県民一人ひとりのデジタルリテラ
シーの向上を支援

人に優しいデジタル化

地域で活動する団体や民間企業等
と連携し、デジタル機器等の利用
になじみがない者への支援を積極
的に展開

推進体制：推進の視点②

20

オープン・共創 新たな価値の創造 多様性の尊重

ＤＸの推進に関する取組状況
等について積極的に情報公開
することで、官民共創による
社会課題の解決を促進

県保有の統計データ等を積極的
に公開し、活用しやすい環境を
整えることで、デジタル技術を
活用したイノベーションを促進

情報に対するアクセシビリティの
確保に努め、多様な価値観やライ
フスタイルを尊重

ノート注釈
情報やサービス、ソフトウエア等がどの程度広い範囲の人に利用可能であるかを表す言葉

ノート注釈
電子データにより記録された情報の漏えいや改ざん等を防止するための安全性の確保

ノート注釈
デジタル機器の操作等の能力や、情報を取り扱う上での理解、更には情報及び情報手段を主体的に選択し、収集活用するための能力



政策①：デジタル化推進のための意識改革と人材育成 ＜概要＞

21

[県庁・市町]

・ＤＸの推進体制の構築
・意識改革の実施
・デジタル人材の育成

[地域社会]

・デジタルデバイド対策の推進
・産業分野等でのデジタル人材の確保・育成
・教育現場でのＩＣＴの利活用の推進

○政策の柱（目指す姿の実現に向けた具体策）

○デジタル技術を積極的に活用し、誰もが利便性を享受できる土台を構築

政策①：デジタル化推進のための意識改革と人材育成 ＜主な取組＞

22

施策名 概要 内容

デジタル人材の
育成

客観的な証拠に基
づく政策立案（Ｅ
ＢＰＭ）を推進

・場所や時間の制約が少ないｅラーニング研修を実施
・統計データの利活用方法からデータサイエンスの
 最新情報まで、ニーズに応じた幅広い研修体系を構築
・デジタルエキスパートの育成（企業研修、社会人枠）

デジタルデバイ
ドの解消

誰にも優しいデジ
タル社会の実現を
目指し、デジタル
デバイドを解消

・市町等が行うＩＣＴ等を利活用する取組に対して
 ＩＣＴエキスパートを派遣
・県所管団体の構成団体等を通じたデジタル活用支援
・県民サービス向上のための県有施設のデジタル化推進

産業分野での
デジタル人材の
育成

第４次産業革命の
進展等に伴うデジ
タル人材の不足に
対応

・「TECH BEAT Shizuoka」を開催し、首都圏等の
 ＩＣＴスタートアップと県内企業との協業を促進
・児童・生徒が対象のプログラミングコンテストを開催
・高校教育の実学におけるデジタル技術の浸透

（施策集○ページ）

（施策集○ページ）

（施策集○ページ）

ノート注釈
パソコン等の情報機器やインターネットを使った学習

ノート注釈
政策目的を明確化した上で、合理的な根拠に基づき政策を立案すること。

ノート注釈
静岡県が登録するＩＣＴの利活用に関する知識や経験が豊富な専門家

ノート注釈
新しい価値と既存ビジネスを変革する契機の提供を目的とした、テクノロジースタートアップ企業と静岡県内企業のマッチングの場

ノート注釈
新たなビジネスモデルを考案して市場を開拓し、短期間での成長を目指す企業等。一般的には、ＩＴ企業が多い。

ノート注釈
ＩｏＴやビッグデータ、ＡＩ等のデジタル技術の活用による自動化やネットワーク化を核とする新たな産業変革

ノート注釈
デジタル技術及びその活用方法についての知識があり、業務に活用できる人材

ノート注釈
デジタル技術及びその活用方法についての知識があり、業務に活用できる人材

ノート注釈
インターネット等の情報通信技術を利用できる者と利用できない者の間に生じる格差

ノート注釈
インターネット等の情報通信技術を利用できる者と利用できない者の間に生じる格差



政策②：社会のスマート化に向けた環境整備 ＜概要＞

23

[県庁・市町]

・業務プロセスの見直しの徹底
・情報システムの標準化・共通化
・行政手続のオンライン化

[地域社会]

・情報通信基盤の整備（Wi-Fi、５Ｇ等）
・デジタルＩＤ（マイナンバーカード等）の普及
・セキュリティ対策の強化

○デジタル技術を活用し、業務の効率化・高度化を進める環境を整備

政策②：社会のスマート化に向けた環境整備 ＜主な取組＞

24

施策名 概要 内容

情報システムの
標準化・共通化

県民の利便性向上
につながる自治体
システムの標準
化・共通化を支援

・2025年度末までに、県内全市町において情報システムの
 標準化・共通化が完了するよう、必要な支援を実施
・県が事業主体となる事務についても、システムの標準
 化・共通化を実施

行政手続のオン
ライン化

県及び市町の行政
手続のオンライン
化を推進

・県の汎用電子申請システムの積極的な利活用を促進する
 ため、研修会等を実施
・市町のぴったりサービスの導入及び利用拡大を支援する
 ため、勉強会や導入事例の情報提供等を実施

デジタルＩＤの
普及

マイナンバーカー
ドの普及促進及び
中小企業のＧビズ
ＩＤ活用促進

・デジタル社会の基盤となるマイナンバーカードの交付率
 向上のため、市町と連携して広報や啓発等を実施
・電子申請システムを活用した行政手続の導入により、
 中小企業のデジタル化を促進

（施策集○ページ）

（施策集○ページ）

（施策集○ページ）

ノート注釈
経済産業省が提供するサービス。事業者が１つのアカウントで複数の行政サービスにアクセスできる認証システム

ノート注釈
無線通信の国際標準通信規格で、IEEE802.11シリーズを利用した無線通信。一般的には、インターネットにつながる無線通信が使用可能な環境のこと。

ノート注釈
自動制御等のデジタル技術を活用してシステム全体の最適化を図ること。

ノート注釈
マイナポータル上で利用可能な子育てや介護等の行政手続のオンライン申請受付システム

ノート注釈
超高速、超低遅延、多数同時接続といった特長を持つ新しい移動通信システム



政策③：ＩＣＴの導入・利活用 ＜概要＞

25

[県庁・市町]

・ＡＩやＲＰＡ等の活用による業務効率化
・ＩＣＴを活用した広聴広報の実施
・被災者支援システム等の活用

[地域社会]

・デジタル技術の社会実装に向けた実証の推進
・各分野における県民サービスのＩＣＴ化
・ＩｏＴ技術を活用した観測機能の自動化

情報を一元化

A社 B社 C社

A市 B町

AIによる
自動対応

(AIで解決しない場合)

有人対応

○あらゆる分野・場面においてＩＣＴを積極的に利活用

政策③：ＩＣＴの導入・利活用 ＜主な取組＞

26

施策名 概要 内容

介護サービスの
ＩＣＴ化

ロボット技術やＩ
ＣＴを活用した介
護業務の効率化・
省力化

・介護記録や介護報酬請求業務等の効率化を促進するため、
 ＩＣＴ機器の導入を支援
・科学的根拠に基づく介護を進めるため、ＡＩシステムの
 利活用によるケアプランの作成を支援

新たな成長産業
の育成

デジタル技術を活
用した新たな研究
開発や事業化を促
進

・技術相談から研究開発、事業化、販路開拓までの
 一貫した支援を実施
・自動車産業における３Ｄ設計の導入や自動運転の
 実証フィールドの形成等の支援を強化

観光情報等提供
サービスの充実
化

ＩＣＴを活用して
観光客の個別ニー
ズに適合した情報
提供を実施

・ＡＩチャットボットやリモートでの有人対応機能を活用
 して観光・交通情報を提供
・ＭａａＳとの連携による、域内の周遊促進を目指す。

（施策集○ページ）

（施策集○ページ）

（施策集○ページ）

ノート注釈
学習や推論、判断等の機能を備えたシステム。人工知能

ノート注釈
学習や推論、判断等の機能を備えたシステム。人工知能

ノート注釈
ＡＩ を活用した自動会話プログラム（チャットボット：チャット(会話)とボット(ロボット)を組み合わせた言葉）

ノート注釈
情報通信技術。ＩＴ（Information Technology の略）に比べ、情報流通の重要性を意識して用いられる。

ノート注釈
自動車 、家電等あらゆるモノがインターネットにつながり、情報のやり取りをすることで、モノのデータ化・自動化等が進展し、新たな付加価値を生み出すという概念

ノート注釈
出発地から目的地までの一連の移動を、電車・バス等様々な種類の交通手段を組み合わせた１つの移動サービスとして捉えるもの。

ノート注釈
定型的なパソコン操作等をソフトウェアのロボットで自動化すること。

ノート注釈
要介護者が介護保険サービスを利用するために、ケアマネジャーが作成する計画書



政策④：新しい生活様式への対応 ＜概要＞

27

[県庁・市町]

・非対面・非接触の行政手続の推進
・モバイルＰＣの活用等による働き方改革

[地域社会]

・テレワークの推進
・遠隔技術の導入
・ＥＣの利活用

手　 話
通訳者

医　師

ろう者（患者）

【遠隔手話通訳】
病　　院

ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ

ｵﾝﾗｲﾝ
通信

【電話リレーサービス】

ろう者
手　 話
通訳者 相手方

ｵﾝﾗｲﾝ
通信

電話通信

遠隔地で実施

○いつでも、どこからでも情報にアクセスして活動できる体制を構築

政策④：新しい生活様式への対応 ＜主な取組＞

28

施策名 概要 内容

電子契約や
キャッシュレス
の推進

県民サービスの向
上に向けた電子契
約やキャッシュレ
スの推進

・電子契約を含めた契約手続の電子化の実証及び本格運用
・契約手続の電子化に合わせキャッシュレスの導入を推進

テレワークの
推進

多様で柔軟な働き
方に対応できる就
業環境の整備を支
援

・県内企業の経営者の意識改革を図るセミナーを開催
・テレワーク等の新しい働き方に関する法制度の知識や
 先進事例の普及啓発を実施

遠隔技術の導入、
活用

福祉や農業におい
て遠隔技術を活用

・利用者ニーズ等に応じた遠隔手話通訳システムの運用
・ＩＣＴを活用した水田の水管理システムの普及を拡大
・農業水利施設等の遠隔監視制御システムを整備

（施策集○ページ）

（施策集○ページ）

（施策集○ページ）

ノート注釈
ネットワークを介して契約や決済等を行う取引形態のことで、総じてインターネットでものを売買すること。

ノート注釈
ＩＣＴを利用し、時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方。在宅勤務、サテライトオフィス勤務、モバイルワーク

ノート注釈
ＩＣＴを利用し、時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方。在宅勤務、サテライトオフィス勤務、モバイルワーク



政策⑤：データの分析・利活用 ＜概要＞

29

[県庁・市町]

・オープンデータの充実
・ＥＢＰＭの推進
・防災分野等での積極的活用

[地域社会]

・農林漁業のイノベーションの推進
・ＧＩＳを活用した農業生産力向上
・３次元点群データの利活用促進

○ビッグデータを企画立案やサービスの高度化に活用

政策⑤：データの分析・利活用 ＜主な取組＞

30

施策名 概要 内容

防災分野での積
極的活用

災害に関する情報
を集約し、災害時
における迅速かつ
的確な対応に寄与

・内閣府のISUTとふじのくに防災情報共有システム
（FUJISAN)の連携
・災害に関する各種情報を集約し、地図上に表示し共有

農林漁業のイノ
ベーションの推
進

デジタル情報や技
術の活用により生
産現場を効率化

・駿河湾等の海洋情報を蓄積・活用するオープンデータ
 プラットフォームを構築し、産業振興や環境保全に寄与
・高精度森林資源情報の「森林クラウド」等での公開や
 デジタル技術の活用により、効率的な木材生産や現場
 作業の安全性の向上に寄与

３次元点群デー
タの利活用促進

データを様々な分
野へ活用し、生産
性の向上や新たな
価値を創造

・データをオープンデータ化し、災害復旧や観光等の分野
 で活用
・研修を通じて３次元点群データを活用できる人材を育成

（施策集○ページ）

（施策集○ページ）

（施策集○ページ）

ノート注釈
政策目的を明確化した上で、合理的な根拠に基づき政策を立案すること。

ノート注釈
大規模災害時に災害情報を集約・地図化して自治体等を支援する、国の現地派遣チーム

ノート注釈
行政保有の公共性の高いデータの利活用を促進するため、編集、加工、再配布等の二次利用を可能とするルールの下で提供するデータ

ノート注釈
行政保有の公共性の高いデータの利活用を促進するため、編集、加工、再配布等の二次利用を可能とするルールの下で提供するデータ

ノート注釈
ボリュームが膨大で、構造が複雑なデータ群。ＳＮＳ内のテキストデータ、ＧＰＳ（全地球測位システム）の位置情報、次々と作られていくセンサデータ等



政策（総括）：到達目標

31

第１段階

第２段階

第３段階

目指す姿
（10年後の静岡県）

社会のスマート化に向けた基盤整備

デジタル化推進のための意識改革と人材育成

意識改革と人材育成

（デジタル人材の自発的な取組）

社会の
スマート化

     データの分析・利活用
    ＩＣＴの導入・利活用
    新しい生活様式への対応

・第１段階では、デジタルデバイド対策と
 行政（県庁・市町）のデジタル化に注力
・将来的な社会のスマート化につなげるため、
 ＩＣＴの導入・利活用を推進
・取組の基礎となる基盤整備は着実に実施

○本計画（第１段階）での到達点及び今後の展望

進捗管理

32

○年度評価
 年度ごとに進捗状況をまとめ、デジタル戦略顧問団から意見聴取･･･客観的に進捗を管理

○静岡県総合計画におけるＫＰＩ設定
 総合計画の政策の柱ごとにＫＰＩ（成果指標）を設定し、毎年度達成度合いを確認

 ○個別施策のＫＰＩ設定
  施策ごとにＫＰＩ（活動指標）を設定し、毎年度達成度合いを確認

政策体系 ＫＰＩ（基準値(2021) → 目標値(2025)）

政策３
デジタル社会
の形成

１   地域社会のＤＸ（デジタル
   トランスフォーメーション）の推進

２ 行政のデジタル化の推進

（調整中）

ノート注釈
組織としての目標に対する達成度合いを評価する指標

ノート注釈
自動制御等のデジタル技術を活用してシステム全体の最適化を図ること。

ノート注釈
静岡県総合計画（今後の県づくりの方向を示す基本指針）に掲げる政策の柱。○つの分野に大別され、内訳に「政策の柱（施策の方向）」と「施策（取組の方向）」を記載

ノート注釈
デジタル技術及びその活用方法についての知識があり、業務に活用できる人材

ノート注釈
インターネット等の情報通信技術を利用できる者と利用できない者の間に生じる格差



策定経過：会議開催実績等

33

時期 主な実績

2020年10月 ＤＸ推進プロジェクトチームの設置（各部局政策担当課等で構成）

10～２月 次期計画での「目指す姿」及び骨子案等の検討

３月 骨子案取りまとめ

2021年４月 第１回デジタル戦略推進本部会議･･･計画策定スケジュール及び骨子案等の情報共有

９月 第２回デジタル戦略推進本部会議･･･素案の協議

（実績ベースで記載）

○スケジュール
 ・2020年度から「骨子案」等の検討を
 ・2021年度のデジタル戦略推進本部での協議等を経て計画を策定

策定経過：専門家への意見聴取

34

＜デジタル戦略顧問団＞               （敬称略、50音順（20○年○月現在））

○策定過程において、デジタル戦略顧問団から意見を聴取

氏名 所属（役職） 専門分野

池田 哲夫 静岡県立大学経営情報学部（教授） データベース、ソフトウェア工学

岩田   彰
(株)エンセファロン（代表取締役）、
名古屋工業大学（名誉教授）

生体情報処理、情報セキュリティ、ＡＩ

小西 達裕 静岡大学 情報学部（教授） 知的教育支援、プログラミング教育支援

坂下 哲也 (一財)日本情報経済社会推進協会（常務理事）
ＩｏＴ、マイナンバー、
情報システム設計論

村上 文洋 (株)三菱総合研究所（主席研究員）
データ利活用、ユニバーサルデザイン、
オープンデータ

安田 孝美 名古屋大学大学院 情報学研究科（教授）
ＩＣＴ利活用による情報社会デザイン、
ＡＩを活用した自治体業務支援

湯瀬 裕昭 静岡県立大学 経営情報学部（教授） 防災情報システム、情報教育

ノート注釈
学習や推論、判断等の機能を備えたシステム。人工知能

ノート注釈
自動車 、家電等あらゆるモノがインターネットにつながり、情報のやり取りをすることで、モノのデータ化・自動化等が進展し、新たな付加価値を生み出すという概念

ノート注釈
行政保有の公共性の高いデータの利活用を促進するため、編集、加工、再配布等の二次利用を可能とするルールの下で提供するデータ



用語集：Ａ～Ｚ①

35

用語 説明 掲載ページ

ＡＩ
Artificial Intelligence の略。学習や推論、判断等の機能を備えたシステム。
人工知能

4,25,
26,34

ＡＩチャットボット
ＡＩ を活用した自動会話プログラム（チャットボット：チャット(会話)と
ボット(ロボット)を組み合わせた言葉）

26

ＤＸ（デジタル
トランスフォー
メーション）

Ｄ（デジタル）とＸ（トランスフォーメーション：変革）を組み合わせた
言葉。ＩＣＴの浸透が人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させ
ること。

1ほか

ｅラーニング パソコン等の情報機器やインターネットを使った学習 22

ＥＢＰＭ
Evidence-based Policy Making の略。政策目的を明確化した上で、合理的
な根拠に基づき政策を立案すること。

22,29

ＥＣ
Electronic Commerce の略。ネットワークを介して契約や決済等を行う取
引形態のことで、総じてインターネットでものを売買すること。

13,27

ＧビズＩＤ
経済産業省が提供するサービス。事業者が１つのアカウントで複数の行政
サービスにアクセスできる認証システム

24

ＡＢＣＤＥＦＧ ＨＩＪＫＬＭＮ ＯＰＱＲＳＴＵ ＶＷＸＹＺ

用語集：Ａ～Ｚ②

36

用語 説明 掲載ページ

Gov-Cloud
国の情報システムについて、共通的な基盤や機能を提供する複数のクラ
ウドサービスの利用環境

4

ＩＣＴ
Information and Communication Technology の略。情報通信技術。
ＩＴ（Information Technology の略）に比べ、情報流通の重要性を意識し
て用いられる。

13,25
ほか

ＩＣＴエキスパート 静岡県が登録するＩＣＴの利活用に関する知識や経験が豊富な専門家 22

ＩｏＴ
Internet of Things の略。自動車 、家電、ロボット等あらゆるモノがイン
ターネットにつながり、情報のやり取りをすることで、モノのデータ化
やそれに基づく自動化が進展し、新たな付加価値を生み出すという概念

25,34

ＩＳＵＴ
Information Support Team の略。大規模災害時に災害情報を集約・地図
化して自治体等の災害対応を支援する、国の現地派遣チーム

30

ＫＰＩ
Key Performance Indicator の略。組織としての目標に対する達成度合い
を評価する指標

32

ＡＢＣＤＥＦＧ ＨＩＪＫＬＭＮ ＯＰＱＲＳＴＵ ＶＷＸＹＺ



用語集：Ａ～Ｚ③

37

用語 説明 掲載ページ

ＭａａＳ
（マース）

Mobility as a Service の略。出発地から目的地までの一連の移動を、電
車・バス等様々な種類の交通手段を組み合わせた１つの移動サービスと
して捉えるもの。

26

ＲＰＡ
Robotic Process Automation の略。定型的なパソコン操作等をソフト
ウェアのロボットで自動化すること。

4,25

Society5.0

サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合
させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間
中心の社会。狩猟社会（Society1.0）、農耕社会（Society2.0）、工
業社会（Society3.0）、情報社会（Society4.0）に続く、新たな社会

1

TECH BEAT 
Shizuoka

新しい価値と既存ビジネスを変革する契機を提供することを目的とした、
テクノロジースタートアップ企業と静岡県内企業のマッチングの場

22

Wi-Fi
無線通信の国際標準通信規格で、IEEE802.11シリーズを利用した無線通
信。一般的には、インターネットにつながる無線通信が使用可能な環境
のことを指すことが多い。

23

ＡＢＣＤＥＦＧ ＨＩＪＫＬＭＮ ＯＰＱＲＳＴＵ ＶＷＸＹＺ

用語集：あ～ん①

38

用語 説明 掲載ページ

アクセシビリティ
情報やサービス、ソフトウエア等が、どの程度広い範囲の人に利用可能
であるかを表す言葉。特に、高齢者や障害者等ハンディを持つ人にとっ
て、どの程度利用しやすいかということを意味する。

20

アナログ
数値等を連続した量で表すこと。デジタルの対義語。一般的には、業務
において紙やＦＡＸを用いて効率性が低い工程で処理することを指すこ
とが多い。

6,8

オープンデータ
行政が保有する公共性の高いデータの利活用を促進するため、編集、加
工、再配布等の二次利用を可能とするルールの下で提供するデータ

12,29,
30,34

基幹系業務 自治体における住民生活に密接した業務。住民記録、地方税、福祉等 4

ケアプラン
要介護者が介護保険サービスを利用するために、ケアマネジャーが作成
する計画書

26

サイバーセキュリ
ティ

電子データにより記録された情報の漏えいや改ざん等を防止するための
安全性の確保

12,19

あいうえお かきくけこ さしすせそ たちつてと なにぬねの はひふへほ まみむめも やゆよ らりるれろ わをん



用語集：あ～ん②

39

用語 説明 掲載ページ

スタートアップ
新たなビジネスモデルを考案して市場を開拓し、短期間での成長を目指
す企業等。一般的には、ＩＴ企業が多い。

22

スマート化 自動制御等のデジタル技術を活用してシステム全体の最適化を図ること。 23,24,31

総合計画の
政策の柱

静岡県総合計画（今後の県づくりの方向を示す基本指針）に掲げる政策
の柱。政策体系とした○つに大別され、その内訳として「政策の柱（施
策の方向）」と「施策（取組の方向）」を記載

32

第４次産業革命

ＩｏＴやビッグデータ、ＡＩ等のデジタル技術の活用による自動化や
ネットワーク化を核とする新たな産業変革。第１次産業革命（蒸気機関
による工業化）、第２次産業革命（電力による大量生産）、第３次産業
革命（情報通信技術革命）に続く技術革新

22

データサイエンス
膨大なデータを用いて科学的な分析を行うことで、新たな知見や価値を
生み出そうとする学際的な研究分野

22

デジタル人材
デジタル技術及びその活用方法についての知識があり、業務に活用でき
る人材

4,21,
22,31

あいうえお かきくけこ さしすせそ たちつてと なにぬねの はひふへほ まみむめも やゆよ らりるれろ わをん

用語集：あ～ん③

40

用語 説明 掲載ページ

デジタルデバイド
インターネットやパソコン等の情報通信技術を利用できる者と利用でき
ない者の間に生じる格差

4,8,21,
22,31

デジタルリテラ
シー

デジタル機器の操作等の能力や、情報を取り扱う上での理解、更には情
報及び情報手段を主体的に選択し、収集活用するための能力

12,19

テレワーク
ＩＣＴを利用し、時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方。在宅勤
務、サテライトオフィス勤務、モバイルワーク（持ち運び可能なノート
パソコン等を活用した働き方）の３つに大別される。

4,27,28

ビッグデータ
ボリュームが膨大で、構造が複雑なデータ群。ＳＮＳ内のテキストデー
タ、スマートフォン等に組み込まれたＧＰＳ（全地球測位システム）の
位置情報、次々と作られていくセンサデータ等

2,29

ぴったりサービス
マイナポータル上で利用可能な、子育てや介護等の行政手続のオンライ
ン申請受付システム

24

５Ｇ（ファイブ
ジー）

超高速、超低遅延、多数同時接続といった特長を持つ新しい移動通信シ
ステム

23

あいうえお かきくけこ さしすせそ たちつてと なにぬねの はひふへほ まみむめも やゆよ らりるれろ わをん



用語集：あ～ん③

41

用語 説明 掲載ページ

マイナポータル
国が運営するオンラインサービス。子育てや介護等の行政手続のオンラ
イン申請がワンストップでできる。

4

ユーザーインター
フェース（ＵＩ）

利用者がパソコン等を操作する上での環境。Ｗｅｂサイトやアプリの扱
いやすさや操作性

11

あいうえお かきくけこ さしすせそ たちつてと なにぬねの はひふへほ まみむめも やゆよ らりるれろ わをん

（表紙写真提供 ： 静岡県観光協会）

発行 20○年○月

静岡県デジタル戦略局デジタル戦略課

（写真撮影地 ： 富士宮市(田貫湖)）



「ふじのくにＤＸ推進計画（仮称）」の策定ステップについて

１ 概要

ＤＸ推進チームワークショップの実施予定や議会日程等を踏まえ、以下の３段階で年度内の公表に向けた策定作業を進める。

＜位置付け＞ （ＷＳ＝ＤＸ推進チームワークショップ）

２ 各段階での計画の内容

区 分 素 案 中間案 最終案

概 要 文章での記載を概ね固める。

（絵・図は未完成）

絵・図も完成形を挿入 施策集を添付し最終形とする。

備 考 ＷＳ意見を目指す姿に部分反映 ＷＳ意見を目指す姿や政策に反映 パブコメ・総計審議会意見等を反映

項 目 素 案 中間案 最終案

全般 完成時期 ９月下旬【第２回本部会議】 12 月【パブコメ】 ３月【公表】

議会説明時期 ９月議会総務委員会 （パブコメ前に総務委員長説明） ２月議会総務委員会

目次別 絵・図 文 章 絵・図 文 章 絵・図 文 章

基本理念 仮置(フリー素材等) 完成 完成 完成（修正） 完成（修正） 完成（修正）

目指す姿 文章で記載 仮置(WS一部反映) 完成(委託等活用) 完成(WS 反映) 完成（修正） 完成（修正）

基本方針 完成 完成 完成（修正） 完成（修正） 完成（修正） 完成（修正）

推進の視点 仮置(フリー素材等) 完成 完成 完成（修正） 完成（修正） 完成（修正）

政策 文章＋仮置(部局案) 仮置（部局案） 完成(委託等活用) 完成(WS 反映) 完成（修正） 完成（修正）

進捗管理 － 仮置（部局案） － 完成 － 完成（修正）

策定経過 － 暫定版 － 実績ベースで修正 － 完成

その他 完成 完成 完成（修正） 完成（修正） 完成（修正） 完成（修正）
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「ふじのくにＤＸ推進計画（仮称）」 策定スケジュール（案）

区 分
Ｒ３

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

Ｒ４

１月 ２月 ３月

事務局

デジタル戦略推進本部会議

※本部長：出野副知事

副本部長：デジタル戦略担当部長

構成員：デジタル推進官等

デジタル戦略推進本部作業部会

※構成：各政策担当課

デジタル戦略顧問団

議会

第
３
回

中
間
案
協
議

素
案
確
認

第
１
回

骨
子
案
説
明
・
意
見
聴
取

第
１
回
（
４
／
２
２
）

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
等
説
明

第
２
回
（
９
／
２
１
）

素
案
協
議

適宜作業依頼

適宜相談

議
会
総
務
委
員
会

報
告
（
素
案
）

公

表

第
４
回

最
終
案
協
議

議
会
総
務
委
員
会

報
告
（
最
終
案
）

最
終
案
確
認

総
計
審
意
見
反
映

中
間
案
確
認

パ
ブ
コ
メ
前

総
務
委
員
長
説
明

素案策定

施策集策定

ＤＸ推進チーム

ワークショップ

中間案策定 最終案策定

意
見
聴
取

意
見
聴
取

適宜相談

パ
ブ
コ
メ

（
１
か
月
間
）
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（デジタル戦略課）

１ 概要

令和２年度の高度情報化基本計画（ＩＣＴ戦略 2018）に基づく取組実績をまとめた。

デジタル戦略顧問及び各部局の承認後、ホームページで公開する。

２ 新ビジョンに掲げる成果指標等の達成状況について

Ⅱ-2 生産性の高い持続可能な行財政運営

（１）ＩＣＴ等の革新的技術の利活用による業務革新

※実績の内訳は、別紙１を参照

（２）取組の柱・主な取組

３ 主要施策の数値目標に係る進捗状況について

※主要施策の数値目標一覧は別紙２を参照

高度情報化基本計画（ＩＣＴ戦略 2018）の取組実績

指 標
基準値

2016(件)

実 績（件） 目標値

2021(件)2020 評 価

ＩＣＴを利活用し、新たに効率化や高価値化

を進めた取組数
－

45

【16/年】
◎

20

（累計）

指 標
基準値

2016(件)

実 績（件） 目標値

2021(件)2020 評 価

県民等による電子申請システム利用件数 46,542 104,306 ◎ 70,000

オンラインで利用可能な手続数 200 982 ○ 960

施策の柱

指標の達成状況

取組指標 成果指標

◎ ○ ▲ － 計 ◎ ○ ▲ － 計

１ デジタル行政の推進 ４ ５ ４ １ 14 ５ ３ ２ ０ 10

２ 命を守る安全な地域づくり ２ ０ ０ ０ ２ ２ ０ １ ０ ３

３ 安心して暮らせる医療・福祉の充実 １ ０ １ ０ ２ ０ ０ ２ ０ ２

４ 子どもが健やかに学び育つ社会の形成 １ １ ０ ０ ２ ０ ２ ０ ０ ２

５ 誰もが活躍できる社会の実現 １ ２ １ ０ ４ １ １ １ ０ ３

６ 富をつくる産業の展開 １ ０ ０ ０ １ １ ２ ０ ０ ３

７ 多彩なライフスタイルの提案 ０ １ ０ ０ １ ０ １ ０ ０ １

８ “ふじのくに”の魅力の向上と発信 ０ １ ０ ０ １ １ ０ ０ ０ １

９ 世界の人々との交流の拡大 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ １

合計 10 10 ６ １ 27 10 ９ ７ ０ 26

達成状況区分 判断基準（評価基準）

◎ 前倒しで実施（期待値の推移＋30％超）

○ 計画通り実施（期待値の推移±30％以内）

▲ 計画より遅れており、一層の推進を要する（期待値の推移－30％未満）

資料２
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別紙１ ＩＣＴを利活用し、新たに効率化や高価値化を進めた取組数内訳

○主要施策

※個票番号は、静岡県高度情報化基本計画（ＩＣＴ戦略 2018）・官民データ活用推進計画政策分野別施

策集（改訂版）に掲載する個票の番号を示す。

○オンラインやＳＮＳを活用した取組

Ｎｏ.
個票
番号

主要施策 取組概要
ＩＣＴ
種別等

部局

１ 13
モバイルパソコンの

導入

令和４年１月までに全職員の業務用端末

にモバイルパソコンを導入
その他 知事直轄組織

２

14
県行政の効率化・高

価値化の推進

ＡＩ－ＯＣＲを 12 業務に導入 ＡＩ 知事直轄組織

３

パワーポイント資料から音声付き動画を

作成するソフトウェアを導入し、研修会

や説明会で活用

その他 知事直轄組織

４ 22

静岡県総合防災アプ

リ「静岡県防災」の普

及

避難所利用者による個人情報の入力機能、

避難所名簿の自動作成、避難所ごとの情報

共有機能などの機能を追加

イ ン タ ー

ネット
危機管理部

５ 31

児童の安全確認や保

護者からの聞取り等

に使用するＩＣＴ機

器の整備

児童相談所職員の家庭訪問調査にタブレ

ット端末を導入し、LTE 回線を使い屋外か

ら屋内の様子を調査
ＩｏＴ 健康福祉部

６ 36

オンラインによる高

齢者等のつながり支

援

高齢者等の孤立化を防ぐため、タブレット

端末を貸与し、オンラインによる支え合い

活動（通いの場や認知症カフェ等）のモデ

ル事業を実施

ＩｏＴ 健康福祉部

７ 65

ふじのくに林業イノ

ベーションフォーラ

ムの創設

林業を効率化するＩＣＴの活用に向け、民

間企業や研究機関、林業経営体などによる

情報共有フォーラムを創設

イ ン タ ー

ネット
経済産業部

８ 51
「テクノロジー静

岡」開設

県内企業の優れた技術をデータベース化

したウェブサイトを開設

イ ン タ ー

ネット
経済産業部

９

40

学力向上や教育課題

の解消に向けたＩＣ

Ｔ教育

県立高校の教職員向け、オンライン教室や

双方向型オンライン学習の方法等のＩＣ

Ｔ活用力向上研修の実施

人材育成 教育委員会

10

教員向け授業動画や電子教材を教員支援

ポータルサイトや県の研修管理システム

を通じて市町に事例共有

人材育成 教育委員会

11
41

校務・事務の情報化

及び負担軽減

臨時講師や非常勤講師、学習支援員や部活

動指導員などの人材の情報を一元化する

「教職員人材バンク」を開設

イ ン タ ー

ネット
教育委員会

12 教職員の eラーニング研修システムの導入 人材育成 教育委員会

13 42 情報モラルの育成
ネット依存度スクリーニングテストＷｅ

ｂシステムの構築
人材育成 教育委員会

Ｎ

ｏ．
区分 取組概要 部局

14
Ｗｅｂ会議環境の整備・

活用

県のＷｅｂ会議導入促進のため、Ｗｅｂ会議用Ｐ

Ｃやカメラ等の整備、県職員向け研修を実施
知事直轄組織

11 月、２月に全県規模の移住相談会をオンライン

で開催
くらし・環境部

農林畜産等の技術相談や栽培指導、研修会等のた

め、Ｗｅｂ会議システムを農林技術研究所、畜産技
経済産業部

2



術研究所、農林事務所等の県内 18 カ所に整備し、

遠隔での技術相談等に対応

15 相談窓口のオンライン化

県性暴力被害者支援センター（ＳＯＲＡ）で、全国

初となるインターネットのチャット機能で性暴力

被害相談の受付を開始

くらし・環境部

あざれあ女性相談におけるインターネット相談窓

口の設置
くらし・環境部

児童虐待を未然に防止するため、無料通信アプリ

「ＬＩＮＥ」を利用した相談窓口を８月と 11 月に

開設。

健康福祉部

児童福祉施設等が新型コロナウイルス感染症対策

に関する不安を払拭したうえで、継続的なサービ

スを提供できるよう、無料通信アプリ「ＬＩＮＥ」

を利用した職員・施設に対する相談及び施設巡回

を実施

健康福祉部

16
動画による情報発信・

研修実施

南アルプス関連の解説動画を県職員が作成し、県

のＹｏｕＴｕｂｅチャンネルで公開
くらし・環境部

環境に配慮した新しいライフスタイルを提案する

動画を大学生や県内出身の映像監督と連携して制

作し、ＹｏｕＴｕｂｅの環境政策課チャンネルで

公開

くらし・環境部

国交省の「自転車通勤推進企業宣言プロジェクト」

を活用し、企業が利用可能なＷｅｂ研修動画を作

成

スポーツ・

文化観光部

新型コロナウイルス感染症予防策を解説する動画

をＹｏｕＴｕｂｅの県公式チャンネルに公開
健康福祉部

3
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１ 概 要

社会全体のデジタル化を推進するため、各部局が抱える様々な課題の中から、デジ

タル技術を活用して課題解決が見込まれる事業について、デジタル戦略局と各部局が

連携し、デジタル戦略顧問団や民間企業等の知見・ノウハウを活かしながら検討・実

証を行い、得られた実証結果をもとに、次年度以降の予算化・事業化につなげていく。

２ 実証事業

各部局から提案のあった 162 件に対し、提案内容等を精査し、デジタル戦略顧問団

からの意見も参考に、以下の６事業の実施を決定

（単位：千円）

ふじのくにのデジタル化事業

件 名 内 容 概算費用

県庁入口エリアの

デジタル化

（広聴広報課）

県民サービスセンターに県庁案内に関する

デジタルサイネージ等を導入
5,000

産業創造コミュニティ

プラットフォームの創設

（産業政策課）

県内企業向けの支援制度情報の提供や異業

種との交流の場をオンライン上に創設
5,000

漁船操業情報を利用した

海底地形図作成

（港湾企画課）

漁船に設置した機器から水深や位置データ

等を取得し、海底地形図及び漁業支援デー

タ(水温マップ)を作成

5,000

交通結節点における

交通情報等の発信

（地域交通課）

タッチパネル型端末を設置し、リモートコ

ンシェルジュ等による、公共交通利用の円

滑化及び地域振興（観光地のＰＲ等）に寄与

する情報の発信

8,000

浄水場の残留塩素濃度に

与える外的要因調査

（企業局西部事務所）

水温や気温、日光照射量等のデータに基づ

く水質管理薬剤注入率決定の自動化
8,500

図書館のデジタル化

（教委県立中央図書館）

図書貸出カードの電子化（スマホ表示）や電

子書籍の貸出など、デジタルツールを図書

館機能、図書館業務に活用

10,000

計 （６件） 41,500

デジタル戦略課

各部局 デジタル戦略顧問団連 携

課題解決方法の検討・実証

連
携

連
携

民間企業

資料３
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漁船操業情報を利⽤した海底地形図作成
【概算費⽤ 5,000千円】

 南駿河湾漁協(御前崎港)の漁船に機器を設置し、水深や位置データ等を
 取得することで海底地形図及び漁業支援データ(水温マップ)を作成
 ⇒ 漁業者と連携し新たな⼿法の確⽴に向けた実証

・漁船の航行データを活用
（外部記録媒体により水深・位置データ等を取得）

・海底地形の経年変化を侵食対策に活用
・航路等水域の管理に活用魚群探知機 外部記録媒体（追加設置）

操業中に航行デー
タを自動蓄積

漁業者 県

航行データの提供

漁業者に有用な
情報として還元

＋

ふじのくにのデジタル化事業
暮らす・楽しむ／働く・磨く

＜今後の方向性＞
・低コストかつ広範囲、⾼頻度に浸水状況を
 把握する⼿法の確⽴
・エビデンスに基づく漁業による産業の活性化

＜関係部局等＞
 交通基盤部、経済産業部
 南駿河湾漁協 等

（取組内容）
・航⾏データ、衛星データを活⽤した海底地形図、水温マップの作成
・データ自動送受信方法の検討

県庁入口エリアのデジタル化 【概算費⽤ 5,000千円】
 県政情報発信エリア（東館２階 県⺠サービスセンター）へ
 デジタル機器を導入
 ⇒ 情報発信総合窓口の
   デジタル化による
   県⺠サービス向上の実証

（取組内容）
・県庁案内デジタルサイネージ
・公⽂書等データ資料検索⽤端末
（電子化＋電子閲覧化） など

ふじのくにのデジタル化事業
つながる・支えあう

＜関係課＞
 広聴広報課、⾏政経営課、資産経営課、
 法務⽂書課、林業振興課

＜今後の方向性＞
・県⺠サービスの向上
・デジタル化を推進する県の姿勢をアピール
10
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１ 概要

令和２年度に策定した行政手続見直し方針に基づき、各手続のオンライン化の進捗状況を調

査した。調査結果を踏まえ、オンライン化未対応の手続について、各所属の支援を行う。

２ 対応状況（調査結果比較）

（１）結果 （単位：手続様式数）

※ 汎用電子申請システム以外の個別システムを利用（とれるネットや地方税電子申告システム等）

（２）考察

・令和３年度中に対応可能な手続は、順調にオンライン化が進んでいる。

・「検討中(Ｒ４以降に対応)」が減少し、「困難・確認中」の手続が増加した。

３ 方針・取組

４ スケジュール

行政手続のオンライン化

項 目 全 体

オンラ

イン化

対応済

オンラ

イン化

未対応
メール

汎用電子

申請システム
その他 ※

R3.9迄

に対応

R4.3 迄

に対応

検討中

(R4 以降

に対応)

困難・

確認中

今回
(R3.7 月時点)

6,957
(100%)

2,925
(42.1%)

2,770 31 124
4,032
(57.9%)

54 287 2,753 938

前回
(R3.1 月時点)

7,117
(100%)

157
(2.2%)

113 21 23
6,960
(97.8%)

0 3,130 3,266 564

方 針 取 組 内 容

①着実なオンライン化推進

①手続の進捗管理

・オンライン化の進捗状況を調査し、結果を共有(年２回程度)

・各部局に「R3.9 までに対応)」及び「R4.3 までに対応」の予定に沿っ

た対応を依頼

②電子申請システムの活用

②補助金・許認可等のオンライン化モデル実施

・「検討中(R4 以降に対応)」及び「困難・確認中」からモデルとなる手

続を選定し、オンライン化及び横展開を実施

・汎用電子申請システムの操作研修会の実施（年２回程度）

③優先手続のオンライン化

の検討

③令和４年度以降に向けた課題・対応の整理

・「検討中(R4 以降に対応)」及び「困難・確認中」のうち効果が高いと

想定される申請件数が 101 件以上の手続を優先手続と選定

・各部局を通じて、優先手続の検討状況と課題の抽出を依頼、確認結果

より対応可能(必要)と不可(不必要)な手続を整理

年月 R3.4 5 6 7 8 9 10 11 12 R4.1 2 3

ＤＢ進捗調査① ＤＢ進捗調査②

研修会実施

令和４年度に向けた検討

研修会実施

モデル実施 モデル横展開

結果の共有結果の共有

資料４
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（参考）７月調査結果詳細

１ 調査内容

２ 調査結果

（１）行政手続の全体図（手続様式数と申請件数の関係）

（２）オンライン化対応状況

（単位：手続様式数）

（３）オンライン化実施時期

※丸枠がオンライン化を優先的に取り組む手続

項目 内容

調査時期 令和３年６～７月

調査対象 知事部局、企業局、議会事務局、３委員会

質問内容

オンライン化の状況

・年間手続件数（概数・実数）

・電子化の状況（電子化済み、電子化の予定）

全体
オンライン化

対応済
オンライン化

未対応
R3.9 まで

に対応

R4.3 まで

に対応
Ｒ４以降 困難・確認中

今回
(R3.7月時点)

6,957

(100%)

2,925

(42.1%)

4,032

(57.9%)
54 287 2,753 938

前回
(R3.1月時点)

7,117

(100%)

157

(2.2%)

6,960

(97.8%)
0 3,130 3,266 564

年間申請件数
時 期

（計） Ｒ３中 Ｒ４以降 困難・確認中

101件以上
477

(11.8％)
57 329 91

100件以下
833

(20.7％)
69 584 180

10件以下
2,722

(67.5％)
215 1,840 667

（計）
4,032

(100％)

341

(8.5％)

2,753

(68.2％)

938

(23.3％)

9.5％ 年 100件以下の手続等 90.5％

約 90％ (約 218万申請) 約10％年間申請件数

手続様式数

計約227万申請

計6,957手続年間101件以上の手続

※ 年間申請件数は、Ｒ２年度実績報告を使用（一部の実績は、概数の最大値使用）

うち約1/3がオンライン化済み

（約73万申請）

優先手続

年間101件以上の手続は、利用者の観点からオンライン化の効果が高い

⇒オンライン化を優先的に取り組む手続とする
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